資料１
重症心身障がい児(者)生活実態調査に基づく課題別解決策の検討シート
【日々の介護】●障がい児特有の課題
1 １歳未満の低年齢の重心児を対象とする居宅介護事業所が不足
　　　　　　　　　　　・何歳から対象とできるか。
・援助内容を介護に限らず、家事援助など柔軟に運用することで支援が可能となるか。
	各委員意見

	(岩出委員)　〇ヘルパーの対応を柔軟にする。
　　　　　　○サービスコーディネトする者を明確にし必要な家事援助をきちんと見極めプランニングする。
　　　　　　　○居宅介護事業所における、障がい児の兄弟に対しても支援を柔軟に対応する事により家族のQOL向上をはかる。
(上田委員)　○低年齢の重心児に対応できるように　自治体が特別加配して人　　材育成、研修、啓蒙を行ってほしい
(三田委員)　○乳幼児でもヘルパーは必要
○支給量の大幅な増加と柔軟な運用
○重度訪問に関しては　年齢の制限をなくすことや報酬単価を見直してほしい
○重度訪問介護と身体介護などを組み合わせる
○超重度・準超重度で医ケアが必要な児童については、親や家族がそのケアを担っている現状で家事援助や兄弟の見守りなどを認める
○家事援助は必須であるが、根本的な介護軽減にはならない
○居宅だけではなく、在宅重度障がい児医療支援ネットワーク構築事業としての検証をする
(上野委員)　○0歳児から対象とすべき。
○家事や兄弟の育児の手伝いがほしい。
(前村委員)　○障がい福祉サービスの居宅介護で対応するには、身体介護、家事援助のいずれにおいても運用上の限界がある。
　　　　　　　ヘルパーでも対応可能な医療的ケアの範囲を柔軟に認めるなど、制度設計そのものを柔軟に見直す必要があるのではないか。
(福本委員)　○家事援助を本人に係るものに限定せず、その家族についても対象範囲に含めることで親の本人に対する介護以外の負担を軽減できると考える。
(池田委員)　○事業所が不足しているのか？（事業所が１歳未満を敬遠しているのか？）乳幼児の場合は保護者（健常者）がいるから必要ない。という前提があるからではないか。現行制度は、あくまでも対象者（児）本人への介護や家事支援という概念の上に成り立っているため、特に重症心身障がい児の中でも乳幼児はサービスの対象になりにくい。
　　　　　　○対象が小児の場合は、当該児そのものに対するサービスだけでなく、「家族支援」という概念を明確に位置づける必要がある。そのうえで、介護が伴わずとも、家事援助だけでもサービス可能とすれば家族のQOLは格段に向上すると思われる。
(荒木委員)　○乳幼児の重心児に対して身体介護を行うにあたっては、いかに急性期を越えた重心乳児であっても、障がい乳幼児へ身体介護経験が豊富な介護福祉士看護師資格を持ったヘルパー以外はかなり心的負担感が高いのでないか。
　　　　　　○母子C等では訪問看護STの看護師対象に乳幼児の看護研修を実施していると聞いているが、この種の研修に居宅介護事業所のヘルパーも参加する仕組み（自ずと医療と介護の領域の線引きが必要であるが）を設けることで、重心乳幼児の身体介護をこなせるヘルパーを養成していく方策は考えられる（現に既に実施されているかもしれないし、もしその技術を習得しているそれなりの人数のヘルパーがいるならば、なぜ事業所として取り組まないのか、事業者から直接聞き取りするべきではないか）。
　　　　　　○また、援助内容を身体介護に限らず、家事援助等にも広げれば、保護者が児のケアに当たっている間に、掃除・炊事・買い物等の家事援助のニーズはあるのではないか。
(佐々木委員)〇重症心身障がい児（者）については、大阪府と市町村が連携と役割分担をして支援にあたるということを大前提にしつつ、重症心身障がい児（者）は、医療的ケアという特別な支援ニーズのある人ととらえ、ケアマネジメントによる支援方法によって解決できる課題があると考えます。　
○ケアマネジメントの定義は多様ですが、「地域で希望する生活を維持継続する上で支障となる様々な複合的な生活課題（ニーズ）に対して、生活の目標を明らかにし、課題解決を達成する道筋と方向を明らかにして、地域社会にある資源の活用・改善・創造・開発を通して、総合的かつ継続して利用者のニーズに基づく課題解決を図っていくプロセスと、それを支えるシステム」の構築といえます。『障害者相談支援従事者初任者研修テキスト』（中央法規）
○すでにいくつかの市町村では、地域自立支援協議会の中に医療的ケアが必要な方への支援方策を検討する部会等をつくり、ケアマネジメントの方法により、市町村・事業所が一体となって支援計画を作成し、サービス提供を行なっています。
○このように先行的に支援をされている市町村から学ぶべきことがあると考えます。
○検討シートにある〈1歳未満の居宅介護利用〉〈居宅介護における介護又は家事援助利用〉〈1歳未満の短期入所事業利用〉〈ケアホームの利用〉〈生活介護、自立訓練（機能訓練）の利用〉〈移動支援の利用〉などの障害者自立支援法における自立支援給付・地域生活支援事業サービスの支給決定は市町村が行います。
○ただし医療的ケアを必要とする重症心身障がい児（者）にとっては、従来の市町村ガイドラインや定型的なサービスでは重度・重複障がいゆえに、多様なニーズに対応できないこともでてきます。
○その人に必要なオーダーメイドのサービスを提供するためには、市町村・相談支援事業所・居宅支援事業所・短期入所事業所等の相談支援・サービス提供事業所等がケア会議を開催し、ケアマネジメントのプロセスに経ながら、市町村が支給決定することが有効であると思います。
○市町村がサービスを支給決定しても提供する事業所がないという現状もありますが、ケアマネジメント手法がもつ社会資源の改善・開発に期待をします。
○以上のことを総論としつつ、「何歳から対象とできるか」ですが、現在、派遣対象年齢は（おおむね学齢期以降）という考え方があると思います。乳幼児については親の養育が優先するという考えからですが、これも固定的に考えるのではなく、支給決定のケア会議の中でニーズ中心のアセスメントをして、必要であれば１歳未満の派遣も行なうなど弾力的に支給決定されるべきと考えます。
○また、「援助内容を介護に限らず、家事援助など柔軟に運用することで支援が可能となるか」も同様な方法で個別の事情に着目して支給決定を行い、モニタリングで家事援助が有効か、身体介護が有効か、効果を評価すればよいと考えます。
○この検討シートでは、「重度障がい者等包括支援」が出ていませんが、重度障がい者等包括支援はその対象者に重症心身障がい者を明記し、居宅介護・重度訪問介護・行動援護・生活介護・児童デイサービス・短期入所・ケアホーム・自立訓練・就労移行支援・就労継続支援・旧法施設支援（通所によるもの）を包括的・柔軟に提供するサービスです。
　　　　　　また、運営基準では「利用者と２４時間連絡対応可能な体制をとっていること。」「主たる対象に関する専門医を有する医療機関と協力体制があること。」など医療的ケアについても想定されている事業です。
○しかしながら、大阪府内（大阪市・堺市を含む）で重度障がい者等包括支援事業所は９事業所しかなく、事業所数及び利用者が少ないのは大阪府だけではなく全国的な傾向です。
○2009年4月から報酬単価が引き上げられましたが、1年が経過しても事業所数が増加していない状況です。
○事業者にとっても利用者にとっても現在の重度障がい者等包括支援は使い勝手が悪いと聞きますが、利用しやすい制度にするため、サービスを設計した厚生労働省による見直しが必要だと考えます。


重症心身障がい児(者)生活実態調査に基づく課題別解決策の検討シート
【日々の介護】●障がい児特有の課題
2 １歳未満の低年齢の重心児を対象とする短期入所事業所の不足
　　　　　　　　・１歳未満児の短期入所の利用について。
　　　　　　　　・１歳未満の低年齢児を対象とできる事業所は、医療機関、福祉施設のいずれであるべきか。
	各委員意見

	(中尾委員)　○1歳未満児を診療されている小児科医にとって、レスパイト目的に短期入所を利用できる事業所の必要性は認識されている。しかし、医療機関が担うべきか、重症心身障がい児施設が担うべきかは結論が出ていない。十分な医療的ケアが提供されるのであれば、どちらでもよいのではないか。
(岩出委員)　〇短期入所事業所に関して、利用を決定する際に基準を設ける事が重要
○ネグレクトなどにならないように基本的に育児は家族で行えるようにサポート
○医療依存度により分けるべきである
○低年齢の児を入所させる特別な施設を設立し、人工呼吸器等も管理でき養育できるものとする。（医師・看護師・保育師の確保）
○医療機関の中に特別枠の場所をもうける。
○病棟内は感染リスクがる。
○病気療養ではなく生活の場として提供できる環境
○福祉施設の中に設ける場合は専門の看護師の配置を義務づける
(上田委員)　○一歳未満であっても介護の大変さという点では年齢に関係なく短期入所を利用できることが必要
(三田委員)　○低年齢期は体調も不安であり、既存の拠点病院で数床を常にショートステイ用に確保してほしい。また、レスパイト入院（報酬面での工夫が必要）も認めてほしい
○ショート施設とレスパイト医療を併せ持つ中間施設が必要
○宇都宮市にある重症障がい児者レスパイトケア施設「うりずん」のような施設を大阪府の事業として、各市につくってほしい
(上野委員)　○1歳未満の場合、障がいや発達の程度も様々なので、医療機関において、入所施設があればいいと思う。
○高齢者の入所施設はあるが、障がい児はないので地域で新しく作るのではなく、既存の施設（医療機関等）を活用する。
○1歳未満のショートは、親子関係を築くためには控えたほうがよいが、時と場合に応じて必要である。
(櫻井委員)　○１歳未満で既に重症心身障がい児と判断されている場合、濃密な医療ケアが必要なことが多く、短期入所事業所としても、ＮＩＣＵに近い設備と小児科専門医の確保が不可欠である。特に乳幼児は病状変化のスピードが速く、受け入れ側の環境の整備が条件となる。
(前村委員)　○医療の発達に対し、地域の支援体制が追い付いていない現状では、今後、より高度な医療ケアを必要とする障がい児童が地域生活を送る可能性もある。高度な医療ケアにも安心しサービス利用してもらうことを考えた場合、現状では医療機関におき一定数病床を確保し短期入所事業を展開することが望ましい。
(福本委員)　○基本的には対象とできる事業所は医療機関であると考える。ただし、福祉施設においても医療機関並みの体制を取れるような報酬体系に変えていけるようであれば福祉施設でも可能と思われる。
(池田委員)　○短期入所事業所は圧倒的に不足しているが、特に１歳未満については、事業所側が敬遠するという側面だけでなく、家族が、重い障がいを持つ乳児を他へ預けるということへの罪悪感が大きいという側面がある。
　　　　　　○重症心身障がい児の短期入所事業を実施している療育施設においては、スタッフの疲弊が激しく（フェニックスとすなご医療福祉センターでお聞きしました）、フェニックスでさえ病床を減らさないともたないとのことです。それは、家族（母）からのクレームがものすごく、がんばってお預かりしても「ありがとう」と言ってもらえるどころか、帰宅してから調子が悪くなったとか、吸引の際、口内に少し傷ができた等々のクレームが。
○一方、24時間の医療的ケアを伴うのに、短期入所事業はあくまで入浴、排せつ、食事の介護その他必要な支援を行う。とされているにとどまり、報酬も24,000～26,000円と非常に安価であり、全く採算が合わないのが実態であるため、大幅な報酬の引き上げが必要。
　　　　　　 ○１歳未満の乳児に限れば、医療機関でのレスパイト入院が可能であればそれがベターではないかと考える。ただし、現行の空床利用型短期入所事業では、全く採算が合わないので大幅な報酬額の引き上げ（現行の倍以上）が必要。
(荒木委員)　 ○1歳未満の重心児であっても急性期を脱している児であれば、医療機関でなくても対応は可能であろう（現に在宅でケアを受けている1歳未満の重心児もいないわけではない）。但し、当然のことながら医療的ケアが優先される状態であらば、医療機関しか対応できないことは自明である。しかしながら、重心施設等でも現実には3歳以上を利用可能としている施設が多いのではないか。重心施設を含めショートステイ事業所に対しては、急性期を脱している児であれば十分対応可能であることを周知していくことが必要であろう。
　　　　　　 ○医療機関、福祉施設のいずれが1歳未満の重心児の受け入れ先として適当であるかというよりも、上記のように児の状態によって医療機関と福祉施設がそれぞれ役割を分担すべきであるが、担当スタッフの研修会の実施なども通して、福祉施設への啓発・周知を図っていくことが必要で去ろう。
(佐々木委員)〇「1歳未満児の短期入所の利用について」は、居宅介護の時と同様に、障がい児がおられる家庭の個別の事情を勘案し、市町村・事業所等が連携するケア会議で検討し、市町村が必要に応じて支給決定を行なうべきと考えます。
○「１歳未満の低年齢児を対象とできる事業所は、医療機関、福祉施設のいずれであるべきか」は、医療的ケアが必要な場合、支援の度合いにもよりますが、常時看護師が配置されている体制の方が安心です。福祉施設でも看護師が配置されている体制がとれるのであれば安心だと思います。なお、市町村によっては、福祉施設が看護師を配置した時に単独加算を設けているところもあると聞きます。


重症心身障がい児(者)生活実態調査に基づく課題別解決策の検討シート
【日々の介護】●障がい児特有の課題
3 就学前の重心児の専門的療育の場、保育の場が不足
　　　　　　　　　・重心児通園事業及び児童デイサービスの充実策について
	各委員意見

	(岩出委員)　〇児童デイサービス　⇒　こどもデイサービスとし低年齢の児もサポートする
○デイサービスを開始する事業所への資金援助（補助金）。
○設立後の利用確保への行政の関わり。（広報等により周知できるようにする）
○看護師の配置を義務付けし、医療依存度の高い児の受け入れも可能にする
○訪問看護ステーションによる通所支援事業。狭いスペースでも可能とし、低年齢児への対応を可能に。幼児期と学童期を別に行う。
○子どもデイサービスに対し地域、医師会の協力を求め緊急時対応も可能にする。
(上田委員)　○重心幼児の療育の場、保育の場が地域により偏在することのないように増やしてほしい
(三田委員)　○児童デイサービスで看護師が常駐できる補助金が必要
○乳幼児期は育児経験の少ない不安な若い親が多く、仲間や情報が必要だから専門的療育に母親教室などを組み込む
(上野委員)　○早期療育が必要であるから専門的療育の場、保育の場をもっと増やして欲しい。
○児童のデイにおいては地域の保育所が対応してくれれば安心である。
○デイの開設の資格要件を緩和する。
(前村委員)　○現状の児童デイサービス通所児童は、発達障がい児童がその大半を占めている。重心児童の児童デイサービスの充実を考えた場合、既存の児童デイサービスとは受け入れ対象児童を明確に分けるなどの対応が必要である。また、医療ケアにも対応できる体制とし、設備及び看護師、医師の配置も必要と考える。
(池田委員)　○先日、西宮すなご医療福祉センターの院長と同席する場があったので、お話を聞いたところ、同センターでは、重症児の通園事業は法制化されていない。とのことでした。また、短期入所と同様、重症児を多くみればみるほど赤字になる。⇒看護師の増員、ベテラン職員の配置など。
　　　　　 しかしながら、同事業は、入学前、学校卒業後の日中活動の場として必要性が高い事業であるため、安定した運営が可能となるよう条件整備を行う。
(荒木委員)　○就学前の重心児を受け入れる通園施設、児童デイが少ないことについては、看護師・OT・PT等の医療的スタッフの不在もしくは不足、それに起因する母子通所が必要となる施設が多いためではないか。
○重心児を受け入れるために必要な介護・看護スタッフが配置できるような報酬等も含めた制度設計が必要である。
(佐々木委員) ○児童デイサービスは、経管栄養が必要な児童や気管切開を行なっている児童等に対する看護を想定した医療連携体制加算もあり、療育の拠点として今後の増加が期待されます。

○利用されている方から送迎の要望が高いと聞いていますが、送迎加算があるものの送迎事業は任意ですので、送迎の体制をどう組むかが充実策のひとつと考えます。

○児童デイサービスは、2009年の報酬改訂で報酬単価が増えたこともあり、行政の勧奨で事業所の増加が図れるのではないでしょうか。

○重心児通園事業は、重症心身障害児（者）の療育の拠点であり、現在大阪府内（大阪市・堺市含む）には１１ヶ所あります。通園という身近なサービスであり、地理的な偏在を解消し、増加させるために行政の主導による設置が必要であると思います。


重症心身障がい児(者)生活実態調査に基づく課題別解決策の検討シート
【日々の介護】●障がい児特有の課題
4 １歳未満の低年齢の重心児を対象とする訪問看護ステーションの不足
　　・何歳から対象とできるか。
　　　　　　　　　・技術及び経験不足の解決策について。
	各委員意見

	(岩出委員)　〇訪問看護は基本的にすべての年齢が対象である。
○小児専門の訪問看護ステーションでは経営は困難。
○小児に特化したステーションのコンサルテーションン事業。
○NICU等にて看護師の技術演習。（合同研修としてすでに開催）
○病院内における実習
○NICU・小児経験の潜在看護師への復職支援研修を行い、訪問看護師を育成する。
○乳幼児加算（現行は１日５００円）を金額アップ。小児のみでも経営が安定するように支援する。
(上田委員)　○自治体の援助が必要
(三田委員)　○退院後、あるいは障がいと判定された時から０歳児も受け入れてほしい
○病院の小児科、ＮIＣＵなどの医師や看護師から研修、指導、情報共有、連携など　を強化してほしい
○長期入院児退院促進支援の経過と成果を検証する
○母親中心の家族介護で医ケアのある０歳児の在宅生活を支援するために、病院が中心となった訪問看護システムが必要
(上野委員)　○母子センター等で勉強会はできないか。
○0歳児から対象とすべき。
○母子センターや子ども専門の医療機関の協力。看護師への研修。
(前村委員)　○何歳から対象とするかの論議より、どれだけの内容、頻度の医療ケアであれば在宅生活が送れるかガイドラインを設ける必要がある。その上で、必要とする医療ケア内容の研修会等を定期的に開催し、中長期的に訪問看護事業所を育成していく必要がある。
(福本委員)　○現在、大阪府が行っている研修の取り組みの継続及び充実。また、報酬体系へ低年齢加算を増設する。
(池田委員)　○１歳未満の重心児を対象とする訪問看護ステーションは、平成21年7月に大阪府訪問看護ステーション協議会がとりまとめた調査報告書によると、19％しかなく、状況により受け入れ可能と回答したＳＴが35％であった。
○児の年齢と比例して、受け入れ可能なＳＴも増加する傾向が明らかであった。
○小児訪問看護をためらう理由として、多い順に下記のとおり。
小児看護についての知識が十分ではない。
職員数が不足している。
かかりつけ医としての小児科医師がいない。
○小児訪問看護推進に必要な条件については、多い順に下記のとおりであった。
　　　　　　　病院との連携推進（24h緊急体制・サポート）
　　　　　　　小児科の往診医の存在
　　　　　　　小児訪問看護の研修の充実
○上記のことから、現在、健康づくり課では、高度専門医療機関および保健所との連携により、重症心身障がい児についての研修（座学）や、医療的ケア人形を用いた技術研修などを推進しているところであり、今後も継続することにより、１歳未満を対象とするＳＴの割合を引き上げていきたい。
(荒木委員)　○母子C等では訪問看護ST対象に重心乳幼児の医療的ケアの研修会を行っており、研修を修了した看護師は増加しているわけで、つまりは重心乳幼児に対応できる訪看STも増加しているはずである。
○むしろ重心乳幼児の訪問看護利用の問題としては、保護者の費用負担があるのではないか。特定慢性疾患であれば全額公費負担になるが、全ての重心児がこれに該当するわけではない。また訪問看護には乳児医療助成が該当しない。したがって、保護者は2割なりの自己負担が発生することになり、この経済的負担が結果的に利用抑制になっていないのか。また利用が伸びなければ、研修で技術を習得した看護師も実践を通しての技術の習熟も進まないことになるのではないか。
　　　　　　○現在の財政状況の中では非常に難しいことではあるが、乳幼児医療で訪問看護も全額公費負担を行うなどの方策も検討すべきではないか。


重症心身障がい児(者)生活実態調査に基づく課題別解決策の検討シート
【日々の介護】●障がい者特有の課題
1 自立した地域生活を送るための住まいの場が不足
　　　　　　　　　　　・医療的ケアが提供できるケアホームのあり方について。
・生活の場としての重症心身障がい児施設のあり方について。
	各委員意見

	(中尾委員)　○厚労省の有識者検討会は13日、たんの吸引など、原則的に医師や看護師にしか認めら得ていない医療行為について、医師からの協力を前提として介護職員にも実施できるように法整備を求めた中間報告を了承した。対象とされる医療行為は、口や鼻からの口腔内吸引、「経管栄養」で、ケアできる場所は特別養護老人ホームなどの介護施設、障がい者向け施設、患者が過ごす自宅が対象となっている。
介護福祉士の業務と規定され、ホームヘルパーには一定の研修を受講した際に実施可能ということであるが、全ての介護福祉士になし崩し的に医療行為をさせることには、医師会を始め医療関係団体そして現場の介護職も危機感を持っているのが現状である。患者の安全確保がなければ、介護する家族の負担軽減にもつながらないと思われ、この点に関して慎重に対応していかなければなるまい。今後は、医師及び看護師が十分協力できる体制づくりが必要不可欠と思われる。
(岩出委員)　〇看護師の配置。マンパワーのアップ（たとえばマンツーマンでの対応）
(上田委員)　○現在のケアホームで本当に重度の人が暮らせるのか不安である
(三田委員)　○報酬や体制を充実させる必要がある
○看護師が常駐又は、それに近い状態で配置が必要
○利用者の状態を常に把握している医療機関との連携（バックアップ）が必要
○重度の障がいのある人の生活を支えるパーソナルアシスタントなどを認定してそれを利用できるようにしてほしい
(上野委員)　○ケアホームで医療的ケアは無理なので入所で医療的ケアのある施設を作って欲しい。
○看護師の24時間常駐。スタッフによる医療的ケアの実施が必要なので、医療機関に常設できないか。
○運営するのに補助金が少なすぎる。または家賃補助を。
○自立したい当事者の支援のためには、事業所や市民に対して啓発が重要である。
○医療機関と連携したケアホームや看護師常駐の施設がバックアップする。
(前村委員)　○医療ケアの必要性を考えれば、医療法人が母体となるケアホームの設立運営を推奨していく必要がある。また場の確保としては、府営住宅において一定数住居を確保し、ケアホームのモデルとして運用し、医療的ケアが提供できるケアホームを増やす足掛かりとする。
(福本委員)　○医療的ケアの多くは人的要因となるが、ケアホームにおいては建物そのもののバリアフリー化を伴う必要があり、バリアフリー住宅確保やそれに伴う費用を報酬算定可能とする。
○建物加算と医療的ケア加算の増設。
(荒木委員)　○重心者が利用できるケアホームは、医療的ケアのみならず、車椅子・バギー等の動線確保や建物構造自体の強化、介護浴室やトイレの設置など、一般住宅や公営住宅を利用した一般のケアホームとは、ハード面・ソフト面で格段に整備・運営面でのハードルが高いと言わざるを得ない。
○ケアホーム運営法人が既存建物の改修等でハード面の対応を図りケアホームを整備・運営するよりも、当初より家主が介護仕様で建物を建築し、ケアホームの運営法人が一括借り入れして、重度障がい者向けのケアホームとして運営したほうが、ケアホームの整備・運営費用総額を抑えることができる場合もある。また、グループホームでの医療的ケアが国制度に位置づけられる以前は自治体が単独で看護師の人件費を補助していた事例もある。報酬単価のなかで最低限必要な医療的ケアができるのか、また国制度のなかで何が不十分なのか検証する必要があろう。
○重心児施設が生活の場として機能しているかどうかについては、日中活動の充実や、生活場面でのソフト・ハード面での構造化等による問題行動等の減少が実現されているかといった観点から見ていく必要があるのではないか。
(佐々木委員) ○「施設から地域へ」という地域移行を進めていくためには、医療的ケアを必要とする重症心身障害児（者）が利用できるケアホームの形態を創出することが必要だと思います。

○「医療的ケアが提供できるケアホームのあり方について」は、医療機関等との連携により、看護職員がケアホームを訪問して利用者に対して看護を行なった場合の医療連携体制加算がありますが、それ以外の夜間等の看護師配置は事業所の努力で配置している状況で看護師を配置するための加算等が必要です。

○また、重症心身障害児（者）には、居室を始めとしてトイレ・風呂等広いスペースが必要であり、住環境を整備するための加算も必要であると思います。

○「生活の場としての重症心身障がい児施設のあり方について」は、他の生活施設と同様に施設が「終の棲家」にならない仕組みが必要で、ケアホームの設置と連携した支援体制が考えられます。


重症心身障がい児(者)生活実態調査に基づく課題別解決策の検討シート
【日々の介護】●障がい者特有の課題
2 日中活動の場（生活介護、自立訓練（機能訓練））が不足
　　　　　　　　　　・看護師の確保策について
・報酬の不足の解決策について
	各委員意見

	(岩出委員)　〇看護師の配置施設への加算
○看護師の複数配置により一人の負担を軽減する事で確保する（一人に対する責任が大きければ、雇用が困難で看護師の定着が悪くなる）
(上田委員)　○医ケアに対応できる送迎の充実
(三田委員)　○看護師が常駐配置できる報酬体制や医療機関のバックアップが必要。
(上野委員)　○家の事情等で毎日は働けない看護師をシフト調整して確保。
(前村委員)　○希望する勤務時間帯や時間数とのマッチングなどの処遇面において、医療現場のスタッフからのニーズ調査と結果分析に基づき、医療スタッフの負担を軽減し働きやすい環境を整備する工夫が必要ではないか。
　　　　　　○全事業所で同様に報酬不足の状況が発生しているのか、経営の安定しているところとそうでないところが混在しているのか、実態はよくわからない。利用者の安定的確保やコスト削減など、経営状態の良好な事業所のノウハウを紹介することはできないか。
(福本委員)　○看護職に対する加算を充実・増設しないと確保は困難と考える。報酬不足は税負担が出る以上、障がい福祉予算の増額しかないのではないか。
(荒木委員)　○障がい児・者施設の現場に共通するのは、必要な人材・優秀な人材を引き留めておくために十分な人件費が捻出できないために、労働条件の比して低い賃金水準に置かれている問題であり、看護師の確保が困難なことも同じであろう。
○配置基準で必要とされる人員を配置できるだけの報酬単価であるのかを検証し、必要があれば国に対して改善を求めていくことも必要であろう。
(佐々木委員)〇生活介護・自立訓練とも、看護職員の1名以上の常勤職員の配置が義務付けられていますが、「看護師の確保策について」は、加算等による人件費補助が必要だと思います。
○「報酬の不足の解決策について」は、国による報酬単価の増加を要望するということになると思います。


重症心身障がい児(者)生活実態調査に基づく課題別解決策の検討シート
【日々の介護】●障がい児（者）共通の課題
1 重心児（者）を対象とする居宅介護事業所の不足
　　　　　　　　　　　・医療的ケアをヘルパー業務に加えることの是非について
　　　　　　　　　　　・重症心身障がいへの理解不足、介護技術、介護経験の不足の解決策について
	各委員意見

	(中尾委員)　○厚労省の有識者検討会は13日、たんの吸引など、原則的に医師や看護師にしか認めら得ていない医療行為について、医師からの協力を前提として介護職員にも実施できるように法整備を求めた中間報告を了承した。対象とされる医療行為は、口や鼻からの口腔内吸引、「経管栄養」で、ケアできる場所は特別養護老人ホームなどの介護施設、障がい者向け施設、患者が過ごす自宅が対象となっている。
介護福祉士の業務と規定され、ホームヘルパーには一定の研修を受講した際に実施可能ということであるが、全ての介護福祉士になし崩し的に医療行為をさせることには、医師会を始め医療関係団体そして現場の介護職も危機感を持っているのが現状である。患者の安全確保がなければ、介護する家族の負担軽減にもつながらないと思われ、この点に関して慎重に対応していかなければなるまい。今後は、医師及び看護師が十分協力できる体制づくりが必要不可欠と思われる。
(岩出委員)　○講習課程を明確にし、修了証などを発行し可能とするべき。
○研修会を頻回に開催。
(上田委員)　○主治医、看護師や家族の指導、研修を経て　経管栄養なども対応できるヘルパーを限定してほしい。また、定期的な研修や医療者からのバックアップがほしい
(三田委員)　○介護人研修は民間だけでなく、自治体の事業としてほしい
(上野委員)　○簡単な親が出来る程度のことは、ヘルパー業務として加えて欲しい。
　　　　　　○重症心身障がいへの理解は学校教務の場からだと思います。
○ヘルパーが講習を受けて医療的行為ができるように。但し、看護師の常駐も必要。
○利用者と理解し合えるまで話合いが必要。事業者同士の情報交換と医療機関の協力も必要。
○国が動いているのに是非について検討するのはおかしい。講習会やそれに対する補助金を考えてほしい。
○ヘルパーであっても研修を重ねて医ケアができるようにする。保護者の理解と協力を得る。
○技術者には賃金アップをしてはと思います。
(前村委員)　○国においても、痰吸引などヘルパーが行える医療行為の検討がおこなわれているが、行える医療行為を特定し、研修の機会を設けるとともに、研修修了書を発行するなど、した上で、医師の指示書などに基づきプラン立て支給決定を行う必要がある。また、ヘルパーの行える医療行為に関しては、介護保険制度においても同じ取り扱いにする必要がある。
(福本委員)　○医療的ケアを安易にヘルパー業務へ加えることについては医療関係法との調整が必要であり熟慮を表する。看護師がヘルパー業務も兼務できるような報酬単価の見直しをすることも必要ではないか。また、障害者自立支援法のサービス範囲に訪問看護を位置づける。
(池田委員)　○医療的ケアをヘルパー業務に加えることについては、高度専門病院との連携により十分な研修を行ったうえで、緩和するべきと考える。ただし、その前提として、家族との信頼関係がベースにないとトラブルのもととなる。
(荒木委員)　○国が出している見解以上に医療的ケアをヘルパー業務に加えていくことは、もともと非医療職であるヘルパーに求めていくうえで自ずと無理があるのではないか。ヘルパー自身が納得して、自信を持って一定の医療的ケアを行うためには、専門的研修受講の必須化や、社会全体がヘルパー業務の専門性を認識できるような素地が必要ではないか。
(佐々木委員)〇現在、厚生労働省において、「介護職員等によるたんの吸引等の実施のためのあり方に関する検討会」が開催されており、平成22年12月に「中間まとめ（案）」が出たところです。
○「医療的ケアをヘルパー業務に加えることの是非について」「中間まとめ（案）」では、「一定の研修を修了したホームヘルパーは、修了した研修の内容に応じて、一定の条件のもとに、たんの吸引等を行なうことができるものとする。」とされています。
○「重症心身障がいへの理解不足、介護技術、介護経験の不足の解決策について」は、当事者団体等で主催されている「重症心身障がい児（者）介護人養成講座」を受講されるのが理解や技術の向上に結びつくと思います。


重症心身障がい児(者)生活実態調査に基づく課題別解決策の検討シート
【日々の介護】●障がい児（者）共通の課題
2 重心児（者）を対象とする短期入所事業所の不足
　　　　　　　　　　　・看護師の確保策について
　　　　　　　　　　　・医療機関における短期入所の実施促進策について
	各委員意見

	(中尾委員)　○医療機関は、治療を行う場であり、短期入院は可能だが、短期
入所は困難な状況だと入れる。
○介護保険制度にある介護療養型老人保健施設などの医療処置が
手厚い施設類型が必要と考える。
(岩出委員)　〇配置加算をもうける。
○複数名の配置（責任を集中させない）。
○医療機関内に別途スペースをもうける。診療報酬と同等の報酬。
(上田委員)　○ショート事業また医療機関でリスクに見合った報酬の見直し、単価の引き上げが必要
(三田委員)　○地域偏在をなくし医ケアに対応できる日中、夜間のショート事業所を各市に位置づける
○家族のレスパイトとしてのショート利用を可能にする
(上野委員)　○医療機関でのショートは感染の心配があるので、病棟は分けてほしい。病気でないので、余暇を過ごすためのスタッフが必要。
○看護師の確保については、報酬単価の引き上げが絶対必要。看護学校に求人をし、たまごから育てる。
○入所施設でない単独のショート事業所への単独加算を。
(櫻井委員)　○医療機関内に短期入所事業所設置を促すより、病室での空きベット利用を可能とする方が、協力を得られる可能性が高いと思われる。
(前村委員)　○大阪府において、障がい保健福祉圏域ごとに１ヶ所以上の医療機関に対し短期入所事業の実施を呼びかけ、必要に応じ府独自の空床保障制度を創設する。
(福本委員)　○看護職に対する加算を充実・増設しないと確保は困難と考える。報酬不足は税負担が出る以上、障がい福祉予算の増額しかないのではないか。
(池田委員)　○看護師の確保策について
　療育施設（重心施設）における診療報酬の増額。
　　　　　　　看護師配置の柔軟な運用を可能とする。（病棟単位での重症度に応じた看護師数のシフト等）
　　　　　　○医療機関における短期入所の実施促進策について
　　　　　　　現制度での短期入所事業は、障がい福祉サービスであり、当該施設に短期間の入所をさせて行わ　れる、入浴、排せつおよび食事の介護その他の必要な支援を行う。と定義されている。
　この定義において、医療の概念はなく、高度な医療的ケアを必要とする場合であってもあくまで　福祉サービスとしてしか位置づけられていない。
　この概念をそのままにして医療機関における短期入所を実現することは不可能であり、現在の報酬額では全く実態に合わない。
　高度な医療的ケアを必要とする児（者）の短期入所については、倍以上の報酬の引き上げを
　　　　　　　行う。あるいは、福祉制度ではなく、現状において病院で行われている、いわゆる「レスパイト入院」を診療報酬上で明確に位置づけ、病院が実態に応じた報酬額が得られるような条件整備を行う。
(荒木委員)　○障がい児・者施設の現場に共通するのは、必要な人材・優秀な人材を引き留めておくために十分な人件費が捻出できないために、労働条件の比して低い賃金水準に置かれている問題であり、看護師の確保が困難なことも同じであろう。
　　　　　　○配置基準で必要とされる人員を配置できるだけの報酬単価であるのかを検証し、必要があれば国に対して改善を求めていくことも必要であろう。
　　　　　　○医療機関がショートステイを受け入れるか、医療報酬並みの単価設定が前提ではないか。
(佐々木委員)〇「看護師の確保策について」は、加算等による人件費補助が必要だと思います。
○2009年4月から一般病院での短期入所が可能となりましたが、福祉による報酬単価と医療による報酬単価に大きな開きがあり事業化が進んでいないと聞いています。
○「医療機関における短期入所の実施促進策について」は、市町村の地域自立支援協議会の中に地元医師会や市民病院等関係者を交えた医療的ケアが必要な方への短期入所を検討する部会等をつくり、ご検討いただくことはできないでしょうか。


重症心身障がい児(者)生活実態調査に基づく課題別解決策の検討シート
【日々の介護】●障がい児（者）共通の課題
3 訪問看護事業所の不足
　　　　　　　　　　　・訪問看護の制約（利用回数、利用時間、費用負担）の改善策について
　　　　　　　　　　　・看護師の確保策について
　　　　　　　　　　　・重心児（者）への理解不足、看護技術、看護経験の不足の解決策について
	各委員意見

	(岩出委員)　〇利用回数の制限をなくす。（介護保険下では回数制限がない）
○利用時間は滞在型はレスパイトの一環として別途報酬体系を考える
○費用負担・・乳幼児医療による補助の対象とする。
○乳幼児加算の報酬アップ
○潜在看護師の育成
○病院への実習と合同研修による看護技術ノアップ
(上田委員)　○看護師の報酬を上げる
(三田委員)　○利用回数、時間を増やし、利用制約をなくす
○行政支援としての研修の充実
○ケアホーム等での利用も可能にする
○府独自のガイドラインを設け、助成してほしい
○乳幼児でも派遣してほしい
(上野委員)　○看護師は事業所で確保でなく、行政(府・市)で確保し、各事業所に必要の応じて派遣してはどうか。
○看護師も重心の子どもとかかわることがまずないので、技術経験できる医療機関と連携。
(福本委員)　○重度心身障がい者加算の新設
(池田委員)　○訪問看護に係る現在の制約を緩和する。（利用回数、利用時間とも）
　　　　　　　ただし、無制限に緩和すると莫大な公費負担を伴うことになるため、ＮＩＣＵ等入院～在宅へ移行した直後、１歳になるまでの間を手厚くする。⇒母親がもっとも不安な時期である。
○現在、小児慢性特定疾患の承認を得ている児については、訪問看護が週３回無料で利用することが可能となっている。しかしながら、小児慢性特定疾患はあくまで治療研究事業という位置づけであり、児の状態ではなく、対象疾患に該当しなければ承認できないため、重症児であっても対象とならない。そのため、より児の実態に即した福祉制度の創設が望まれる。
　　　　　　　例えば、「超重症児スコア」により、超重症児、準超重症児に該当する児に対し、訪問看護による支援対象とするなど。
○看護師の確保策については、職業としての魅力とやりがいをＰＲすること。
○就労に見合った収入が得られる環境整備を図ることが必要。
○重心児への理解不足や看護技術、看護経験の不足の解決については、高度専門医療機関との連携による技術研修を推進する。（健康づくり課で訪問看護ステーション協議会とタイアップして実施中）
(荒木委員)　○訪問看護へのニーズがあるにもかかわらず、費用負担や利用制限から十分な利用がなされていないならば、制度の不備や改善点を国に対して訴えていくことが必要でないか。
　　　　　　○看護技術の習得については既存の研修会が不十分であれば、実施方法や内容について実施主体と協同し改善すべきではないか。


重症心身障がい児(者)生活実態調査に基づく課題別解決策の検討シート
【日々の介護】●障がい児（者）共通の課題
4 重症心身障がいを理解した医療機関の不足
　　　　　　　　　　　・かかりつけ医（地域医療機関）の確保策について
　　　　　　　　　　　・専門医不足の解決策について
	各委員意見

	(中尾委員)　○大阪府健康医療部保健医療室健康づくり課　がん対策グループが、府内の在宅療養支援診療所（1490箇所）を対象に平成21年度大阪府がん対策「緩和ケア・在宅医療連携に関する調査」を平成22年2月から3月にかけて実施した。回収率は53.4％であった。
その調査の中に、
質問1-15「小児患者（がんに関わらず）を在宅診療したことがあるか」の結果では、「ある」が12.3％、「ない」が85.7％であった。
質問1-16「どのような病態の小児患者であれば在宅診療を行うことが可能か」の結果では、「制限なくできる」が2％、「できる場合あり」が31％、「できない」が60％であった。
以上の結果から、今後、在宅診療に関心のあるかかりつけ医の研修などの充実を図ることにより、小児患者の在宅診療を担える診療所は、98から155診療所へと増加させることは可能であろう。
しかし、自由記載の回答をみてみると、
「家族が病態を正確に把握していて、後送病院が確保されていること」
「病状が安定している」
「熱発などの症状のみ」
など、診療を提供するための条件が厳しい面がうかがえる。
(岩出委員)　〇医師会小児部会等との各地域における関連機関（保健所・訪問看護ステーション・介護支援事業所）の連携を密に行う
○地域医療機関（開業医間での連携⇒複数の医師で一人を診る等・・）
(上田委員)　○医師の研修プログラムに医ケアが必要な重心さんの研修を組み入れる
(三田委員)
(上野委員)　○重度の障がい児をもつと地域のかかりつけ医とのつきあいが少ない。全身を診てもらえる医療機関か拠点病院ができれば有難いが。
○専門医の理解と技術の向上はとても大事。講習や地域への派遣を考えてほしい。
○専門医と地域の医療機関との連携を密にする。
(福本委員)　○医学部入学に関し、選抜基準の見直しと奨学金の充実・定員増加等が考えられるが、それが実現しても医師となるのは6年後、専門性が高いとなればさらに数年を要することになるため、近い将来における解決策については考えつかない。
(池田委員)　○府内の高度専門医療機関と、地域医療機関（市民病院等）との病病連携、病診連携を進め、相互の信頼関係の構築と高度専門医療機関の緊急時のバックアップ体制を担保することが必要。そこに、必ず地域関係機関のコーディネーター役である保健所が仲介役を果たすことが重要。
高度専門医療機関と地域医療機関、訪問看護ステーション、保健所、福祉・教育などの関係機関の役割や連携をとる時期などを明記した「地域連携パス」を開発し、府内全域での運用を図る。
○地域の診療所においては、小児の在宅医療については、診療報酬改訂により、きちんと評価されることが不可欠。
　　　　　　○専門医不足の解決策については、医学教育から改善することが必要。障がい児医療を志す小児科医は稀な状況である。したがって、新生児医療や小児神経医療を志す者に対し、小児科後期研修の一環として、重心施設において半年から１年程度の研修を必須とする障がい者医療の現場を経験することにより、障がい児医療・療育に情熱を燃やす人材をつくりだす仕掛けが必要。
(荒木委員)　○府医師会に協力を仰ぐことで、研修会等を行い専門医を増やすことや、各市域医師会にかかりつけ医への確保について協力を求める。
(佐々木委員)〇支援学校校医の活用等は可能でしょうか。


重症心身障がい児(者)生活実態調査に基づく課題別解決策の検討シート
【日々の介護】●障がい児（者）共通の課題
5 移動支援策の不足
　　　　　　　　　　　・人工呼吸器等を装着する重心児（者）移動支援のあり方について
　　　　　　　　　　　・ガイドヘルパーが対応可能な業務であるか。また可能である場合ヘルパーが担うべき業務について
　　　　　　　　　　　・支援学校の通学バス内での対応のあり方について
	各委員意見

	(岩出委員)　〇支援学校の看護師を複数常勤とし、バスなどにも配置し医療ケアを提供できる体制
○通学支援がガイドヘルプで全て可能とさせる。（地域差をなくす）
(上田委員)　○皆と同じ様に通学バスを利用したい
(三田委員)　○親の同乗ではなく、看護師や教諭の付き添いをしてほしい
○外出時における医療サポートの資質向上のため研修などを制度化してほしい
○送迎サービスの充実と車両等の工夫やヘルパー対応を可能にしてほしい
○通学バスの時間短縮を計る
(上野委員)　○ガイドヘルパーによる対応は不可だと思う。
○医ケアでのガイドヘルパーも研修をすれば大丈夫とは思うが、1人だけでは無理が生じるのでは。
○通学バスは看護師常駐がベストであると思うが、全てのバスが無理なら週1回か月数回対応して、保護者の送迎の回数を減らしてほしい。親から離れてのバス乗車体験もできる。
(前村委員)　○移動支援事業が、市町村事業である限り、従事するガイドの資格条件も実施市町村によってバラツキがある。移動支援中の医療行為を想定した場合、資格要件の統一が必要になる。そう考えた場合、ヘルパーによる医療行為を可能とする制度改正と重症心身障がい児(者)の移動支援を重度視覚障害者の同行援護と同じく介護給付化することが望ましい。
○支援学校の通学バス内を学校内と考えると、看護師を配置し通学保障していく必要がある。看護師配置の医療ケア専用送迎バスの配置。
(福本委員)　○ガイドヘルパーの資格要件において看護師を認めておけば、看護師がガイドヘルプを提供する場合は可能である。また看護師以外がする場合には、親との同伴によるガイドヘルプを認めており、医療的ケアは親、その他の見守り等についてはヘルパーが行うことで対応可能である。
(荒木委員)　〇従来はホームヘルパーやガイドヘルパーに対しては、人工呼吸器装着児・者の支援は想定していなのではないか。今後、人工呼吸器装着児・者の移動支援も支援内容と位置付けるのであれば、専門的研修を必須化するなどして、専門的知識の習得と不安感の解消を図ることが必要。
(佐々木委員)〇人工呼吸器等を装着する重心児（者）移動支援のあり方について
「ガイドヘルパーが対応可能な業務であるか。また可能である場合ヘルパーが担うべき業務について」ですが、人工呼吸器等の管理はガイドヘルパー業務の想定外の業務であると思います。判断力も含めて高度な技術を駆使する事態も想定できる業務で、利用者（保護者）とガイドとの相互の「契約」が必要であると思います。
○「支援学校の通学バス内での対応のあり方について」は、支援学校・教育委員会に考えていただく課題であると思います。


重症心身障がい児(者)生活実態調査に基づく課題別解決策の検討シート
【日々の介護】●障がい児（者）共通の課題
6 相談から援助までの支援体制が不十分、不明確。
　　　　　　　　　　・どの機関が、コーディネーター役として適当であるか
（※重心児は、保健所、子ども家庭センター、市町村障がい福祉・子ども担当課、重心者は、子ども家庭センター、市町村障がい福祉担当課が相談窓口）
	各委員意見

	(岩出委員)　〇介護保険と同等にサービスコーディネターの事業所を民間業者が行う。⇒報酬をどうするか。
○公的な場所でのコーディネートの場合、サービス利用への積極的な働きかけ。
○重度障がい（医療依存度が高い場合）家族だけで援助する事のないよう、生活そのものへの支援を行う意識を持つ。
○サービス調整会議等を行い、関連機関で必要なサービスの検討を可能にする。
(上田委員)　○さまざまな手続きや交渉のために家族が各機関に出向くことが(三田委員)　　多くなると　医ケアのある介護中に家から出る事自体が大変
になるので、新しいコーディネート機関を創設してほしい
○本人を中心にして、家族、コーディネーター、かかりつけ病院、主治医、訪問看護、行政、教育機関などのチームが必要
○自立支援センターのピアカウンセリングに、重症児者を育てた親など、当事者家族を相談員として配置する
○後見人などの役割をコーディネート報酬も含め、より広げる
(上野委員)　○コーディネーターとしての新しいポジションをつくり、各部とネットワークを結び、　必要に応じて対応する。
○市町村の相談支援所がコーディネーター役に。
○相談支援事業を行っている事業所が24時間体制で行えるようケースワーカーをおき、各医療機関とも連絡がとれるようにしてほしい。また町村格差もでないようにしてほしい。
(前村委員)　○各機関とも年齢により、また支援内容により専門性があり、コーディネーターの考え方より、各地域における既存のネットワーク、またネットワークとなる会議等ない地域においては、ネットワークとなる会議等を整備していく。
(福本委員)　○保健師・小児専門看護師を確保した広域の相談機関を新設するべきではないか。手帳の権限移譲による広域での取り組みに組み入れるような府の支援体制を希望。
(池田委員)　○重心児の在宅医療（地域生活）を支援するコーディネーター役は、保健所保健師である。
　　　　　　　現在、その機能を強化し、地域関係機関とのネットワークづくりを構築するための取組みを進めているところ。
(荒木委員)　〇現在は重心施設への入所窓口は子ども家庭センターとなっており、18歳未満の児童についての支援資源等については一定の情報を持ち合わせているが、18歳以上の重心者への地域での支援資源については必ずしも十分な情報を持っていない。市町村の障がい福祉担当課や地域自立支援協議会専門部会等との連携が喫緊の課題である。
　　　　　　○但し24年度以降については、先日成立した「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律」では、18歳以降の重心者の相談・入所窓口は市町村になるのではないか。
(佐々木委員)○「どの機関が、コーディネーター役として適当であるか。
○重心児は、保健所、子ども家庭センター、市町村障がい福祉・子ども担当課、重心者は、子ども家庭センター、市町村障がい福祉担当課が相談窓口」ですが、
先般成立した「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律案」によりますと、全体像はまだ明らかではありませんが、重症心身障がい者について18歳以上の方は障がい者施策で対応するとあり、重心者＝子ども家庭センターが変更する可能性があります。
○この間の障害福祉施策の流れからすると、相談から援助までの支援体制を一貫にするためには市町村（相談支援事業所等を含む）をコーディネーター役とするのが利用者にとっても分かりやすいと思います。（ただし、大阪府と市町村が連携と役割分担をして支援にあたるということが大前提です。）


重症心身障がい児(者)生活実態調査に基づく課題別解決策の検討シート
【将来の介護不安】●障がい児（者）共通の課題
1 重症心身障がい児施設の不足
・府における整備率が近隣府県と比較すると低く、府内の施設設置状況に地域偏在があるが、この解決策について
	各委員意見

	(岩出委員)　〇病院併設型で進めていく
(上田委員)　○ショートステイや訪問看護の偏在も考慮して、新しい施設を創設する
(三田委員)　○現在ある施設を見直し、縮小化、点在化に向けた地域移行への受け皿作りをする
(前村委員)　○施設整備となれば、どうしても大がかりとなる。それよりは、医療ケアの可能なケアホーム設置に向けた研究の取り組みを重点的におこない。重症心身障がい児施設に入所している重症心身障がい者を地域移行することにより、既存の障がい児施設を有効活用することが望ましい。
(池田委員)　○国の方針として、新たな重症心身障がい児施設の整備を推進する方向には行かないと思われるが、少子化が進む中でも、重症心身障がい児は増加していくことが推測されるため、どうしても施設は必要不可欠である。
　　　　　　○重症心身障がい児施設が、安定的に健全な経営が可能となるための条件整備を行うしか解決策はない。
○そのための財源をどうするのかについては国民の負担を伴うので合意形成が必要。
(荒木委員)　〇障がい者全般の施策としては今後も地域移行を進めていくなかで、新たな施設の整備は財政的に可能なのか。今後の重要予測のなかで、既存の重心施設や指定医療機関だけでは充足できないのならば、整備に向けた方針の策定と運営法人の確保策が必要ではないか。
(佐々木委員)○「府における整備率が近隣府県と比較すると低く、府内の施設設置状況に地域偏在があるが、この解決策について」は、重症心身障がい児が地域で生活をする受け皿（ケアホームや短期入所等）が増えない状況であれば、地域偏在を解消するためにも大阪府が重症心身障がい児施設を整備すべきだと考えます。


